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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第93期
第２四半期
連結累計期間

第94期
第２四半期
連結累計期間

第93期
第２四半期
連結会計期間

第94期
第２四半期
連結会計期間

第93期

会計期間

自  平成21年
  ４月１日
至  平成21年
９月30日

自  平成22年
  ４月１日
至  平成22年
９月30日

自  平成21年
  ７月１日
至  平成21年
９月30日

自  平成22年
  ７月１日
至  平成22年
９月30日

自  平成21年
  ４月１日
至  平成22年
３月31日

営業収益（百万円） 90,502 92,056 47,178 47,340 185,848

経常利益（百万円） 6,220 7,584 3,023 3,357 12,006

四半期（当期）純損益（百万円） 4,547 △126 1,618 2,021 9,916

純資産額（百万円） － － 122,746 124,944 128,165

総資産額（百万円） － － 814,146 803,087 819,354

１株当たり純資産額（円） － － 230.91 234.73 240.97

１株当たり四半期（当期）純損益

金額（円）
8.70 △0.24 3.09 3.87 18.97

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 14.8 15.3 15.4

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
11,621 16,511 － － 25,559

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△6,991 △8,103 － － △15,839

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△8,112 △8,491 － － △14,737

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
－ － 19,512 17,896 17,979

従業員数（人） － － 8,317 8,327 8,278

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．営業収益には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、新株予約権付社債等潜在株式がないため、

記載しておりません。
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２【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。また、主要な関係会社に異動はありません。

  

３【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４【従業員の状況】

（１）連結会社の状況

 平成22年９月30日現在

従業員数（人） 8,327
  

[2,057]

（注）１．就業人員数を記載しております。

２．臨時従業員数は［　］内に当第２四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。

 

（２）提出会社の状況

 平成22年９月30日現在

従業員数（人） 2,686

（注）１．就業人員数を記載しております。

２．臨時従業員数は含んでおりません。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

当社グループ（当社及び連結子会社）の受注及び販売品目につきましては多種多様であり、セグメントごとに金額

及び数量で示すことはしておりません。

このため生産、受注及び販売の状況につきましては、「４．財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」におけるセグメントの業績に関連付けて示しております。

 

２【事業等のリスク】

  当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

  また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。　

 

３【経営上の重要な契約等】

当社は、平成22年７月30日開催の取締役会において、当社100％出資の連結子会社である南海都市創造株式会社を吸

収合併することを決議するとともに、同日付で吸収合併契約を締結いたしました。

（１）合併の目的

当社グループといたしましては、最大の経営拠点である「なんばエリア」の発展に努めていくことが重要な使

命であります。当社３か年経営計画「堅進126計画」（平成20年度～22年度）においても、基本方針に「なんばエ

リアのさらなる価値向上」を掲げ、これまでもホテル南海なんば跡地でのサービスアパートメント計画や、「な

んばガレリア」をはじめとする「南海ターミナルビル再生計画」を推進してまいりました。

こうした中で、当社グループでは、「なんばエリアのさらなる価値向上」に向けた取組みのひとつとして、南

海会館ビルの建替計画を検討中であります。

本計画は、なんばの新たなフラッグシップとして、また既存施設のブラッシュアップの最終章として、南海タ

ーミナルビル再生計画の集大成と位置付け、なんばという「街」の新たな顔とするため、当社グループが一丸と

なって取り組むべきビッグプロジェクトであります。また、単独のビル建替えでなく、駅も含めた複合施設である

南海ターミナルビルの再構築であることに加え、エリアとして求められる交通結節機能・広域動線の強化、環境

改善、都市機能の強化等、地域への貢献も重要な検討課題となります。

以上から、今般、本計画を具体化する段階に移行していくにあたり、南海会館ビルを含む各施設を所有・運営

する南海都市創造株式会社を吸収合併することで、資産並びに街づくり・プロパティマネジメント等ソフトを集

約するとともに、上述の総合的な課題に対する取組みの一元化・迅速化をはかるものであります。

（２）合併の期日

平成22年10月１日

（３）合併の方法

当社を存続会社とし、南海都市創造株式会社を消滅会社とする吸収合併であります。

（４）合併に際して発行する株式及び割当て

当社100％出資の連結子会社との合併であるため、本合併に際して新株式の発行及び金銭等の交付は行いませ

ん。

（５）引継資産・負債の状況

  資産 金額（百万円） 負債 金額（百万円）　

  流動資産 2,371 流動負債 10,823

  固定資産 245,678固定負債 92,934

  資産合計 248,049負債合計 103,758

（６）吸収合併存続会社となる会社の概要

商号        南海電気鉄道株式会社（当社）

資本金      63,739百万円

事業内容    鉄道事業、開発関連及び付帯事業（開発事業、流通事業、土地建物賃貸事業、遊園事業）
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、アジア向けを中心とした輸出の増加により、企業収益に持ち

直しの動きが見られたものの、海外経済の下振れ懸念や雇用・所得環境の低迷に加え、急速に円高が進むなど、景気

は依然として予断を許さない状況のまま推移いたしました。

このような経済情勢の下におきまして、当社グループでは、最終年度を迎えた３か年経営計画「堅進126計画」に

掲げる基本方針に基づき、各事業にわたり積極的な営業活動と諸経費の節減に努めてまいりました。

当第２四半期連結会計期間の営業収益は、流通業やレジャー・サービス業において営業活動が概ね順調に推移し

たことや、不動産業において当社が共同事業主となるマンションの分譲が進んだこと等により、前第２四半期連結

会計期間に比べ１億61百万円（0.3%）増加の473億40百万円となり、営業利益は前第２四半期連結会計期間に比べ

２億７百万円（3.9%）増加の54億87百万円、経常利益は前第２四半期連結会計期間に比べ３億34百万円（11.1%）

増加の33億57百万円、四半期純利益は前第２四半期連結会計期間に比べ４億３百万円（24.9%）増加の20億21百万

円となりました。

 

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

　　

①運輸業

鉄道事業におきましては、沿線エリアの魅力発信と沿線外からの旅客誘致をはかるため、他の鉄道事業者等との

コラボレーションによる企画乗車券の発売やＰＲ活動を積極的に推進するとともに、旅客サービスの改善をはかる

ため、高野線初芝駅をはじめとする４駅でバリアフリー化工事に着手いたしました。また、本年６月に高野線全線が

開通80周年を迎えたことを記念して各種催事を開催したほか、首都圏から世界遺産・高野山への旅客誘致を目的と

して、東京・丸の内において、９月１日から12日まで「高野山カフェ」を開設いたしました。バス事業におきまして

は、旅客需要に適応した輸送体制の整備と事業の効率化を進める一方、堺市立サッカー・ナショナルトレーニング

センターへの直行便の開設や、高速バス路線及びリムジンバス路線の一部において新たな運賃割引制度を導入する

など、お客さまの利用促進に努めました。この結果、運輸業の営業収益は216億75百万円となり、営業利益は24億77百

万円となりました。

　　

（参考）鉄道旅客収入及び輸送人員表

 
前第２四半期連結会計期間
（自  平成21年７月１日
  至  平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自  平成22年７月１日
  至  平成22年９月30日）

　
増減率

　

旅

客

収

入

 百万円 百万円 ％　

定期外 7,636 7,554 △1.1

定  期 5,880 5,800 △1.4

合  計 13,517 13,354 △1.2

輸

送

人

員

 千人 千人 ％　

定期外 22,027 21,970 △0.3

定  期 35,574 35,355 △0.6

合  計 57,601 57,325 △0.5

（注）１．輸送人員は千人未満を四捨五入で表示しております。　

２．旅客収入は荷物収入を除いております。　
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②不動産業

不動産賃貸業におきましては、各物件において稼働率の維持向上に努めるとともに、ホテル南海なんば跡地にお

いて、大阪府下初となるインターナショナル・サービスアパートメント「フレイザーレジデンス南海大阪」の開業

準備を進めました。また、堺地区での賃貸マンション事業強化のため、南海本線七道駅前において進めてまいりまし

た「サザンクレスト七道」の建設工事が完了いたしました。不動産販売業におきましては、南海くまとり・つばさ

が丘において新街区「グランビューテラス」の宅地分譲を開始するなど、各経営地において宅地及び戸建住宅の分

譲を進める一方、当社が共同事業主となる分譲マンション「なんばグランドマスターズタワー」ほかの販売促進に

努めました。この結果、不動産業の営業収益は61億30百万円となり、営業利益は18億44百万円となりました。

　

③流通業

ショッピングセンターの経営におきましては、本年３月にリニューアル工事が完成したなんばパークスにおいて

きめ細やかな販売促進策を展開する一方、なんばＣＩＴＹにおいて再生リニューアル第２期工事に着手いたしまし

た。また、沿線地区においては、ショップ南海泉佐野の増床工事を推進するとともに、本年７月にショップ南海堺を

リニューアルオープンいたしました。物品販売業におきましては、難波駅改良工事の完成に伴いオープンした物販

・飲食店舗の営業が堅調に推移したほか、本年３月にオープンした「古道歩きの里ちかつゆ」へのお客さまの誘致

を強化するため、時季に適したイベントの開催や旅行代理店に対する宣伝・営業活動に注力いたしました。この結

果、流通業の営業収益は59億24百万円となり、営業利益は４億91百万円となりました。

 

④レジャー・サービス業

遊園事業におきましては、みさき公園において時季に適した催物や体験型イベントを開催するなど、ファミリー

層を中心にお客さまの誘致に努めました。競艇施設賃貸業におきましては、住之江競艇場においてナイターレース

を中心に各種集客イベントを開催するなど、来場者の誘致に努めました。ビル管理メンテナンス業におきましては、

国・地方公共団体等の物件を中心に、新規管理物件の獲得に注力いたしました。その他といたしましては、葬祭事業

におきまして、大阪市内において６号店となる葬儀会館「ティア住之江」の開業準備を進めました。この結果、レ

ジャー・サービス業の営業収益は87億84百万円となり、営業利益は２億13百万円となりました。

 

⑤建設業

建設業におきましては、厳しい事業環境の下、受注工事高は増加いたしましたが、完成工事高は減少いたしまし

た。この結果、営業収益は103億31百万円となり、営業利益は２億５百万円となりました。

 

⑥その他の事業

その他の事業につきましては、営業収益は４億75百万円となり、営業利益は64百万円となりました。
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（２）財政状態の分析

資産の部では、連続立体交差化工事の進捗等による建設仮勘定の増加があったものの、受取手形及び売掛金の減

少等により、前連結会計年度末に比べ162億66百万円減少の8,030億87百万円となりました。

負債の部では、借入金の返済や支払手形及び買掛金の減少等により、前連結会計年度末に比べ130億45百万円減少

の6,781億43百万円となりました。

純資産の部では、剰余金の配当による減少や、四半期純損失の計上等により、前連結会計年度末に比べ32億21百万

円減少の1,249億44百万円となりました。

また、自己資本比率は前連結会計年度末比0.1ポイント低下し、15.3%になりました。

　

（３）キャッシュ・フローの状況 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権の増加等により、前第２四

半期連結会計期間に比べ47億９百万円流入が減少し、17億54百万円の流入となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、工事負担金等受入による収入が増加

したものの、固定資産の取得による支出が増加したこと等により、前第２四半期連結会計期間に比べ11億２百万円

支出が増加し、39億91百万円の流出となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入れによる収入が増加したも

のの、社債の償還による支出があったこと等により、前第２四半期連結会計期間に比べ14億13百万円支出が増加し、

39億85百万円の流出となりました。

 

以上の結果、現金及び現金同等物の当第２四半期連結会計期間末残高は、第１四半期連結会計期間末に比べ62億

22百万円減少し、178億96百万円となりました。

 

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題　

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題について、重要な変更及

び新たに発生した事象はありません。

　なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会社

法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

 

①　基本方針の内容 

　当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社グループの財務及び事業の内容や当社の企業価値

の源泉を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主の皆さまの共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上して

いくことを可能とする者である必要があると考えております。

　当社は、当社の支配権の移転を伴う買収提案についての判断は、最終的には当社の株主全体の意思に基づいて行わ

れるべきものと考えております。また、当社は、当社株式の大量買付であっても、当社の企業価値ひいては株主共同

の利益に資するものであれば、これを否定するものではありません。 

　しかしながら、株式の大量買付の中には、その目的等から見て企業価値や株主共同の利益に対する明白な侵害をも

たらすもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主が株式の大量買付

の内容等について検討しあるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供しない

もの、対象会社が買収者の提示した条件よりも有利な条件をもたらすために買収者との協議・交渉を必要とするも

の等、対象会社の企業価値・株主共同の利益に資さないものも少なくありません。 

　特に、当社が企業価値を確保・向上させるためには、沿線住民を核とする顧客及び地域社会との良好な信頼関係を

維持・強化していくことが必要であり、また、鉄道事業者としての最大の使命である安全輸送を確保することが何

よりも重要であります。当社株式の大量買付を行う者が、当社グループの財務及び事業の内容を理解するのはもち

ろんのこと、こうした当社の企業価値の源泉を理解したうえで、これらを中長期的に確保し、向上させられるのでな

ければ、当社の企業価値ひいては株主共同の利益は毀損されることになります。 

　当社は、このような当社の企業価値・株主共同の利益に資さない大量買付を行う者は、当社の財務及び事業の方針

の決定を支配する者として不適切であり、このような者による大量買付に対しては、必要かつ相当な対抗措置をと

ることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保する必要があると考えます。
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②　基本方針実現のための取組み 

ア、基本方針の実現に資する特別な取組み 

　当社では、平成20年３月28日開催の取締役会において、平成20年度を初年度とする３か年経営計画「堅進126計

画」を策定いたしました。この計画におきましては、コンプライアンス経営はもちろんのこと、近年企業に強く求

められております社会的責任を果たしつつ、沿線価値の向上と事業基盤の拡充を着実に進めていくために、次の

５つの基本方針を定め、「攻勢」と「守り」の両面からさまざまな施策に取り組んでおります。

 

(ア)「環境保全」のための取組み強化 

　「鉄道でエコキャンペーン」をはじめとする各種キャンペーンやＰＲ活動を強化するとともに、バリアフ

リー化整備等によるサービスの改善やパーク＆ライドの推進をはかるなど、引き続き自家用車から環境に優し

い鉄道・バス利用への転換を促進してまいります。また、護摩壇山における森林育成事業（なんかいの森づく

り）の推進や沿線エリアにおける緑化事業の支援を通じて、地域社会と協働で環境保全活動に取り組むほか、

太陽光発電システムの設置駅の拡充や、省エネ型鉄道車両及び低公害バスの導入を進めるなど、すべての事業

活動において「環境負荷の軽減」をはかると同時に、ＣＯ２排出量を平成19年度比で３％削減することを目標

としております。 　

　

(イ)提供するサービスの品質向上

　すべての事業活動の基本が「安全・安心」であることを強く自覚し、お客さまの信頼をより確固たるものと

するために、ハード面では、鉄道事業において新型自動列車停止装置（ＡＴＳ）の整備や運転状況記録装置、

デッドマン装置の設置等を進めるとともに、ソフト面では、技術・技能の伝承を確実に進める教育を計画的に

実施し、安全に対する意識・知識・技能の向上に努めてまいります。また、グループをあげて、社員一人ひとり

のサービスマインドとサービススキルを高め、お客さま満足度の向上をはかってまいります。

 

(ウ)難波エリアのさらなる価値向上 

　阪神なんば線の開通により、鉄道ネットワークの交通結節点としての利便性がさらに高まった難波エリアを

当社グループの最重要拠点として位置付け、周辺地域や大阪ミナミにゆかりのある企業・団体等と連携した集

客イベントを企画・推進するとともに、多言語マップの整備や東アジアを中心に海外に向けた情報発信を強化

するなど、国内外からの観光集客に努めてまいります。 

  また、なんばＣＩＴＹ再生リニューアル計画やサービスアパートメント「フレイザーレジデンス南海大 

阪」の開業準備を推進するとともに、南海会館ビル建替計画について本格的な検討に着手するなど、なにわ 

文化発信機能や大阪のゲートウェイ機能といった多彩な都市機能が集積する街づくりに取り組んでまいりま 

す。 　

　

(エ)有望事業の成長加速 

　ビル管理メンテナンス事業及びリフォーム事業の拡充に努めるほか、葬祭事業の多店舗展開や、首都圏及び堺

地区において不動産賃貸関連ビジネスの強化をはかるなど、成長が期待できる事業分野へ積極的に進出し、新

たな収益源の育成に努めてまいります。

 

(オ)沿線活性化の推進 

　沿線住宅地へのファミリー層の転入を促進するため、「住みかえ支援事業」に注力するとともに、世界遺産・

高野山の観光開発を目的とした「こうや花鉄道」プロジェクトに継続して取り組むなど、沿線地域の特性に応

じた活性化策を講じてまいります。また、自治体や各種団体等と積極的に協働し、観光・文化・スポーツ振興に

努めることにより、居住地、働き・学ぶ地、余暇を楽しむ地として支持される魅力ある沿線づくりを進めてまい

ります。

 

　　これらの基本方針に基づき、グループ一丸となって、沿線価値の向上と事業基盤の拡充を進めるとともに、コン

プライアンスの徹底はもとより、環境マネジメントや安全管理マネジメントの機能強化に努めるなど、ＣＳＲ経

営の推進に注力し、より信頼される企業ブランドの構築と企業価値の向上をめざしてまいる所存であります。
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イ、基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための

  取組み 

　当社は、基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止す

るための取組みとして、平成20年６月27日開催の第91期定時株主総会において、当社株式の大量買付行為に関す

る対応策（買収防衛策）（以下「本プラン」といいます。）の内容を改定したうえ、更新することについてご承

認をいただいております。本プランの内容は、次のとおりであります。

 

(ア) 目的 

　本プランは、当社株式の大量買付が行われる場合に、株主の皆さまが適切な判断をするために必要・十分な情

報と時間を確保するとともに、買収者との交渉の機会を確保すること等を通じて、当社の企業価値・株主共同

の利益に反する買収を抑止し、当社の企業価値・株主共同の利益を確保し、向上させることを目的としており

ます。

 

(イ) 手続の設定 

　本プランは、(ⅰ)当社が発行者である株券等について、保有者の株券等保有割合が20%以上となる買付その他

の取得、又は（ⅱ）当社が発行者である株券等について、公開買付けを行う者の株券等所有割合及びその特別

関係者の株券等所有割合の合計が20%以上となる公開買付けに該当する行為もしくはこれに類似する行為又は

これらの提案（以下「買付等」といいます。）がなされる場合を適用対象とし、こうした場合に、上記(ア)の目

的を実現するために必要な手続を、以下のとおり定めております。

　当社株券等について買付等が行われる場合、当該買付等を行おうとする者（以下「買付者等」といいます。）

には、買付内容等の検討に必要な情報及び本プランに定める手続を遵守する旨の誓約文言等を記載した書面を

提出していただきます。その後、当社取締役会は、外部専門家からの助言又は意見を得たうえで、買付等の内容

等の検討、買付者等の提示する経営計画・事業計画等の検討、代替案の検討、買付者等との協議・交渉を行い、

買付者等の買付等の内容に対する意見をとりまとめ、株主の皆さまに対して提示いたします。

　

(ウ) 新株予約権の無償割当てによる本プランの発動

　当社取締役会は、買付者等が本プランにおいて定められた手続に従うことなく買付等を行う場合、当社の企業

価値・株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすおそれがある場合等、後述する新株予約権の無償割当て

を実施することが相当と認められる場合には、原則として、株主総会（以下「株主意思確認総会」といいま

す。）を招集し、株主意思確認総会において、新株予約権の無償割当ての実施又は不実施等についての決定を行

うものとします。但し、買付者等が本プランに定める手続を遵守しない場合には、株主意思確認総会を招集せず

に、取締役会において新株予約権の無償割当ての実施についての決議をすることができるものとします。

　かかる新株予約権は、１円を下限とし当社株式１株の時価の２分の１の金額を上限とする金額の範囲内で当

社取締役会が別途定める金額を払い込むことにより行使し、当社株式１株を取得することができ、また、買付者

等による権利行使が認められないという行使条件及び当社が買付者等以外の者から原則として当社株式１株

と引換えに新株予約権１個を取得することができる旨の取得条項が付されております。

     当社は、株主意思確認総会又は当社取締役会において、かかる新株予約権の無償割当ての実施もしくは不実

施に関する決議を行った場合には、当該決議の概要その他当社取締役会が適切と判断する事項について、速や

かに情報開示を行います。

     新株予約権の無償割当てが実施されていない場合、株主の皆さまに直接具体的な影響が生じることはありま

せん。他方、新株予約権の無償割当てが実施された場合、株主の皆さまが新株予約権行使の手続を行わないとそ

の保有する株式の価値が希釈化される場合があります（但し、当社が当社株式を対価として新株予約権の取得

を行った場合、買付者等以外の皆さまは、その保有する株式全体の価値の希釈化は生じません。)。

 

(エ) 本プランの有効期間及び廃止 

  本プランの有効期間は、平成23年３月期に関する定時株主総会の終結の時までとします。但し、有効期間の満

了前であっても、(ⅰ)当社の株主総会において本プランに係る新株予約権の無償割当てに関する事項の決定に

ついての取締役会への委任を撤回する旨の決議が行われた場合、又は、（ⅱ）当社取締役会により本プランを

廃止する旨の決議が行われた場合には、本プランはその時点で廃止されるものとします。

 　　 （注）本プランの詳細な内容につきましては、インターネット上の当社ウェブサイト　　　　

　　　　　 （http://www.nankai.co.jp/ir/kaitsuke/index.html）に掲載しております。   
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③　上記各取組みに対する当社取締役会の判断及びその判断の理由

ア、基本方針の実現に資する特別な取組み（上記②のアの取組み）について 

　上記②のアに記載した３か年経営計画「堅進126計画」は、当社の企業価値・株主共同の利益を継続的かつ持続

的に向上させるための具体的方策として策定したものであり、まさに基本方針の実現に資するものであります。

　したがって、これらの取組みや各施策は、基本方針に沿い、当社の株主共同の利益に合致するものであり、当社の

会社役員の地位の維持を目的とするものではありません。  

 

イ、基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するため

　の取組み（上記②のイの取組み）について 

　上記②のイに記載のとおり、本プランは、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させることを

目的とするものであり、基本方針に沿うものであります。特に、本プランは、株主総会において株主の皆さまの承

認を得て改定・更新されたものであること、発動の是非についても、一定の場合を除き、株主総会において株主の

皆さまの意思を確認することとしていること、合理的な客観的要件が充足されなければ発動されないように設定

されていること、本プランの運用に際して第三者専門家の助言又は意見を取得することとしていること、株主総

会又は取締役会によりいつでも廃止できるとされていること等により、その公正性・客観性が担保されており、

当社の企業価値ひいては株主の皆さまの共同の利益に資するものであり、当社の会社役員の地位の維持を目的と

するものではないと考えております。 

 

（５）研究開発活動　

　特記すべき事項はありません。　
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第３【設備の状況】
（１）主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

（２）設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却等につ

いて、重要な変更はありません。

また、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 1,600,000,000

計 1,600,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成22年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年11月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 526,412,232 526,412,232

東京証券取引所

（市場第一部）

大阪証券取引所

（市場第一部）

名古屋証券取引所

（市場第一部）

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式であ

り 、 単 元 株 式 数 は

1,000株であります。　

計 526,412,232 526,412,232 － －

  

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成22年７月１日～

平成22年９月30日
－ 526,412－ 63,739 － 15,935
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（６）【大株主の状況】

 平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

  日本トラスティ・サービス

  信託銀行株式会社（信託口）
  東京都中央区晴海１丁目８－11 29,622 5.62

  日本生命保険相互会社
  東京都千代田区丸の内１丁目６番６号

  日本生命証券管理部内 
19,170 3.64

  株式会社池田泉州銀行   大阪市北区茶屋町18-14 7,945 1.50

  株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行   東京都千代田区丸の内２丁目７番１号  7,368 1.39

  住友信託銀行株式会社   大阪市中央区北浜４丁目５－33 7,297 1.38

  株式会社三井住友銀行   東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 7,147 1.35

  日本マスタートラスト 

  信託銀行株式会社（信託口）
  東京都港区浜松町２丁目11番３号 5,391 1.02

  株式会社髙島屋   東京都中央区日本橋２丁目４番１号 5,035 0.95

  株式会社紀陽銀行   和歌山県和歌山市本町１丁目35番地 5,005 0.95

  株式会社大林組   東京都港区港南２丁目15番２号 4,541 0.86

計 － 98,523 18.71

（注）株式会社池田泉州銀行は、株式会社池田銀行が平成22年５月１日付で株式会社泉州銀行と合併し、商号変更した

ものであります。

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成22年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

 普通株式    3,554,000　

　　　

－

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式であり、単元株式数

は1,000株であります。

完全議決権株式（その他）  普通株式  516,885,000　 516,885 同上

単元未満株式  普通株式    5,973,232 － 同上　

発行済株式総数 526,412,232 － －

総株主の議決権 － 516,885 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」及び「単元未満株式」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が、

それぞれ13,000株（議決権の数13個）及び450株含まれております。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式121株が含まれております。
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②【自己株式等】

 平成22年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）

南海電気鉄道株式会社

大阪市中央区難波

五丁目１番60号
3,554,000－ 3,554,000 0.67

計 － 3,554,000－ 3,554,000 0.67

（注）株主名簿上は、当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が4,000株（議決権の数４個）あり

ます。なお、当該株式数は、上記①の「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」欄に含めております。

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 372 366 372 378 374 387

最低（円） 360 351 352 358 353 363

（注）最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第一部におけるものであります。

  

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

 専務取締役

 執行役員

 経営政策室長

 難波開発室長

 営業推進室担当

 専務取締役

 執行役員

 経営政策室長

 難波街づくり推進室長

 営業推進室担当

山部 茂  平成22年10月１日

 取締役

 執行役員

 経営政策室副室長

 難波開発室副室長

 営業推進室長

 取締役

 執行役員

 経営政策室副室長

 難波街づくり推進室副室長

 営業推進室長

福本 滋治 平成22年10月１日

 取締役

 執行役員

 不動産営業本部長

 難波・ＳＣ営業本部長

 流通・不動産賃貸グループ

 担当

 取締役

 執行役員
 不動産営業本部長 金森 哲朗 平成22年10月１日

（退任）  執行役員
 流通・不動産賃貸グループ

 担当
廣田 昌紀 平成22年10月１日
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第５【経理の状況】
１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平

成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表についてはあずさ監査法人による四半期レビューを受け、また、当第２四半期連結会計期間（平成22

年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日

まで）に係る四半期連結財務諸表については有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

なお、あずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年７月１日をもって有限責任 あずさ監査法人と

なっております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 19,040 19,096

受取手形及び売掛金 16,480 18,042

商品及び製品 32,298 33,643

仕掛品 1,455 2,927

原材料及び貯蔵品 2,004 1,950

その他 11,922 19,631

貸倒引当金 △320 △515

流動資産合計 82,881 94,777

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 340,298 344,635

土地 297,338 296,844

建設仮勘定 29,264 22,514

その他（純額） 20,353 21,862

有形固定資産合計 ※1, ※2
 687,254

※1, ※2
 685,855

無形固定資産 2,382 2,538

投資その他の資産

投資有価証券 17,548 19,338

その他 15,242 19,194

貸倒引当金 △2,222 △2,350

投資その他の資産合計 30,568 36,181

固定資産合計 720,205 724,576

資産合計 803,087 819,354
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 13,585 19,695

短期借入金 112,462 120,311

1年以内償還社債 40,000 30,000

未払法人税等 701 1,434

賞与引当金 2,487 2,111

環境対策引当金 － 538

その他 45,992 47,233

流動負債合計 215,229 221,325

固定負債

社債 65,000 75,000

長期借入金 282,586 280,425

退職給付引当金 14,737 15,016

負ののれん 620 945

その他 99,969 98,475

固定負債合計 462,913 469,862

負債合計 678,143 691,188

純資産の部

株主資本

資本金 63,739 63,739

資本剰余金 18,471 18,496

利益剰余金 21,222 23,923

自己株式 △1,270 △1,307

株主資本合計 102,163 104,850

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 979 1,487

繰延ヘッジ損益 △108 △95

土地再評価差額金 19,699 19,739

評価・換算差額等合計 20,569 21,132

少数株主持分 2,211 2,182

純資産合計 124,944 128,165

負債純資産合計 803,087 819,354
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

営業収益 90,502 92,056

営業費

運輸業等営業費及び売上原価 77,191 77,543

販売費及び一般管理費 ※1
 2,660

※1
 2,836

営業費合計 ※2
 79,851

※2
 80,379

営業利益 10,650 11,676

営業外収益

受取利息 13 21

受取配当金 231 252

負ののれん償却額 214 199

雑収入 367 383

営業外収益合計 826 856

営業外費用

支払利息 4,994 4,676

雑支出 262 272

営業外費用合計 5,256 4,948

経常利益 6,220 7,584

特別利益

工事負担金等受入額 28 2,308

その他 － 377

特別利益合計 28 2,685

特別損失

工事負担金等圧縮額 － 1,485

環境対策費 － 922

投資有価証券評価損 － 797

固定資産除却損 740 408

固定資産譲渡損 1,457 －

事業整理損 243 －

その他 120 640

特別損失合計 2,560 4,254

税金等調整前四半期純利益 3,688 6,016

法人税、住民税及び事業税 482 537

法人税等調整額 △1,362 5,587

法人税等合計 △880 6,125

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △109

少数株主利益 21 17

四半期純利益又は四半期純損失（△） 4,547 △126
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年９月30日)

営業収益 47,178 47,340

営業費

運輸業等営業費及び売上原価 40,591 40,376

販売費及び一般管理費 ※1
 1,307

※1
 1,476

営業費合計 ※2
 41,899

※2
 41,852

営業利益 5,279 5,487

営業外収益

受取利息 4 8

受取配当金 4 16

負ののれん償却額 96 99

受託工事事務費戻入 － 76

投資有価証券評価損戻入益 88 －

雑収入 131 170

営業外収益合計 325 371

営業外費用

支払利息 2,492 2,321

雑支出 88 179

営業外費用合計 2,581 2,501

経常利益 3,023 3,357

特別利益

工事負担金等受入額 28 2,160

その他 － 69

特別利益合計 28 2,230

特別損失

工事負担金等圧縮額 － 1,485

固定資産除却損 722 347

投資有価証券評価損 34 51

環境対策費 － 12

事業整理損 243 －

その他 25 348

特別損失合計 1,025 2,244

税金等調整前四半期純利益 2,026 3,343

法人税、住民税及び事業税 213 380

法人税等調整額 110 934

法人税等合計 324 1,314

少数株主損益調整前四半期純利益 － 2,028

少数株主利益 84 7

四半期純利益 1,618 2,021
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 3,688 6,016

減価償却費 11,000 11,055

工事負担金等圧縮額 － 1,485

支払利息 4,994 4,676

固定資産譲渡損 1,457 －

工事負担金等受入額 △28 △2,308

売上債権の増減額（△は増加） 2,735 2,986

仕入債務の増減額（△は減少） △3,150 △6,542

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,154 2,732

その他 △1,836 2,443

小計 17,705 22,543

利息及び配当金の受取額 249 277

利息の支払額 △4,954 △4,673

法人税等の支払額 △1,319 △1,610

その他 △60 △25

営業活動によるキャッシュ・フロー 11,621 16,511

投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △13,020 △18,854

工事負担金等受入による収入 5,582 10,495

投資有価証券の取得による支出 △73 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△327 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入

490 6

その他 355 249

投資活動によるキャッシュ・フロー △6,991 △8,103

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,980 △1,060

長期借入れによる収入 11,420 17,260

長期借入金の返済による支出 △29,782 △22,010

社債の発行による収入 14,918 9,939

社債の償還による支出 － △10,000

配当金の支払額 △2,593 △2,595

その他 △94 △25

財務活動によるキャッシュ・フロー △8,112 △8,491

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,483 △82

現金及び現金同等物の期首残高 22,995 17,979

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 19,512

※1
 17,896
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

１．連結の範囲に関する事項の変更 （１）連結の範囲の変更

第１四半期連結会計期間より、日本ケーモー工事株式会社は株式を取

得したことにより、連結の範囲に含めております。

 

（２）変更後の連結子会社の数 

55社

　

２．会計処理基準に関する事項の変更 （１）資産除去債務に関する会計基準の適用

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月

31日）を適用しております。

これによる損益への影響は軽微であります。

　　　

（２）工事負担金等の会計処理の変更　

鉄道事業における連続立体交差化工事等を行うに当たり、地方公共団

体等より工事費の一部として工事負担金等を受領して固定資産を取得し

た場合には、取得原価の総額を固定資産に計上しておりましたが、第１四

半期連結会計期間から当該工事負担金等を取得した固定資産から直接減

額する方法に変更いたしました。

従来、連続立体交差化工事は、旅客運輸収入をはじめ、高架下の利用等

による駅周辺の活性化等も含めた鉄道事業自体の収益性の向上に寄与す

る効果が期待される工事が主でありました。しかしながら、近年の景気後

退と少子高齢化社会の到来及び沿線人口の減少等の事業環境の大幅な悪

化により、鉄道事業収入の減少傾向が予想を大幅に上回る状況となって

きたため、現在の主要な連続立体交差化工事については工事協定の変更

を行い、輸送人員の減少傾向に対応した工事内容とする等、連続立体交差

化工事が収益性の向上に寄与する効果は見込み難くなってきておりま

す。

このような状況の下、平成22年４月に３か年経営計画「堅進126計画」

の大幅な見直しを行ったことを契機として、今後は鉄道事業収入の減少

傾向に耐えうる事業運営を図り、経営基盤の強化に努める方針といたし

ました。従って、今後予定される連続立体交差化工事については、交通渋

滞の解消等の社会的要請に基づくものが中心となっております。

また、昨今では移動制約者の利便性、安全性の向上を目的としてエスカ

レーターやエレベーター等の設置を行う駅のバリアフリー化工事や通行

者の安全確保に資する踏切拡幅工事並びに新駅設置工事等、連続立体交

差化工事以外にも工事負担金等を受領する工事が増加してきておりま

す。

これらの工事は、鉄道事業者に直接的に収益性の向上をもたらすもの

ではなく、公共交通機関の社会的責任を重視して整備すべきものであり

ます。さらには、鉄道事業者に対する安全意識の高まりから、今後も収益

性の向上には直接寄与せずとも旅客の安全を確保するための諸施策を求

められる可能性があります。
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当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

　 以上の状況を鑑み、鉄道事業者が地方公共団体等に代わって鉄道施設

の建設を行い固定資産を取得するという公共の利益に資する工事負担金

制度の趣旨を踏まえ、設備投資自体の投資収益性の観点よりも公共交通

機関たる鉄道事業者として負担すべき金額を表示することの重要性や将

来の税務面での影響も勘案した上で、より合理的な期間損益計算及び財

政状態の健全化を図るため、第１四半期連結会計期間から工事負担金等

受入額と工事負担金等圧縮額を同時に計上し、工事負担金等を取得した

固定資産から直接減額する方法に変更いたしました。

この変更により、従来の方法と比べ、当第２四半期連結累計期間の営業

利益及び経常利益は12百万円増加し、税金等調整前四半期純利益は1,453

百万円減少しております。

　

　

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

（四半期連結損益計算書関係）

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第

２四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目で表示しております。

　

前第２四半期連結累計期間において特別損失の「その他」に含めて表示しておりました「投資有価証券評価損」

は、当第２四半期連結累計期間において金額的重要性が増したため、区分掲記いたしました。

なお、前第２四半期連結累計期間の特別損失の「その他」に含まれる「投資有価証券評価損」は34百万円でありま

す。

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）　

前第２四半期連結累計期間において、区分掲記しておりました「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「投資有

価証券の取得による支出」は、重要性がなくなったため、当第２四半期連結累計期間では「投資活動によるキャッ

シュ・フロー」の「その他」に含めて表示しております。

なお、当第２四半期連結累計期間の「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含まれる「投資有価証

券の取得による支出」は△18百万円であります。

　　

　

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

（四半期連結損益計算書関係）

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第

２四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。　

 

前第２四半期連結会計期間において営業外収益の「雑収入」に含めて表示しておりました「受託工事事務費戻入」

は、当第２四半期連結会計期間において営業外収益総額の100分の20を超えたため、区分掲記いたしました。

なお、前第２四半期連結会計期間の営業外収益の「雑収入」に含まれる「受託工事事務費戻入」は11百万円であり

ます。
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【簡便な会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

１．棚卸資産の評価方法 棚卸資産の簿価切下げに関しまして、収益性の低下が明らかなものについ

てのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。

  

２．繰延税金資産及び繰延税金負債の算

定方法　

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しまして、前連結会計年度末以降に

経営環境等に著しい変化がなく、かつ、一時差異等の発生状況に大幅な変動が

ないと認められる場合には、前連結会計年度において使用した将来の業績予

測やタックス・プランニングを利用する方法によっており、前連結会計年度

末以降に経営環境等に著しい変化があるか、又は、一時差異等の発生状況に大

幅な変動が認められる場合には、前連結会計年度において使用した将来の業

績予測やタックス・プランニングに、当該著しい変化又は大幅な変動による

影響を加味したものを使用する方法によっております。

　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年９月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額

 452,455百万円

 　

※１．有形固定資産の減価償却累計額

 443,726百万円

 　

※２．工事負担金等圧縮累計額

　 75,035百万円

 　

※２．工事負担金等圧縮累計額

　 73,571百万円

 　

３．保証債務

連結会社以外の会社等の借入金等について債務保証

（保証予約を含む。）を行っております。

 　

百万円

 株式会社ステーションパーキング岸和田 349

 株式会社ミラージュパレス　 96

　 都市環境開発株式会社 75

 株式会社リブランほか５社 230

 計 751

　

 　

３．保証債務

連結会社以外の会社等の借入金等について債務保証

（保証予約を含む。）を行っております。　

 　

百万円

 株式会社ステーションパーキング岸和田 405

 株式会社トラスト・ファイブ 207

 株式会社アキムラ シー・アイ・エックス 92

 有限会社山根ほか２社 78

 計 783

 　

４．受取手形割引高

 － 　

４．受取手形割引高

 687百万円
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（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

※１．販売費及び一般管理費内訳 ※１．販売費及び一般管理費内訳

人件費 1,811百万円

経費 621　〃

 　

人件費 1,813百万円

経費 783　〃

 　

※２．営業費のうち引当金繰入額

賞与引当金繰入額 2,529百万円

退職給付費用 1,779　〃

 　

※２．営業費のうち引当金繰入額

賞与引当金繰入額 2,487百万円

退職給付費用 1,558　〃

 　

前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

※１．販売費及び一般管理費内訳 ※１．販売費及び一般管理費内訳

人件費 901百万円

経費 296　〃

 　

人件費 904百万円

経費 457　〃

 　

※２．営業費のうち引当金繰入額

賞与引当金繰入額 1,755百万円

退職給付費用 899　〃

 　

※２．営業費のうち引当金繰入額

賞与引当金繰入額 1,614百万円

退職給付費用 793　〃

 　

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

※１．現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間末

残高と当第２四半期連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係

※１．現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間末

残高と当第２四半期連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係

（平成21年９月30日現在） （平成22年９月30日現在）

現金及び預金勘定 20,610百万円

流動資産その他（有価証券）　 12　〃

預入期間が３か月を超える定期預金 △1,110　〃　

現金及び現金同等物 19,512　〃　

 　

現金及び預金勘定 19,040百万円

流動資産その他（有価証券）　 12　〃

預入期間が３か月を超える定期預金 △1,157　〃　

現金及び現金同等物 17,896　〃　
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（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　

平成22年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式　526,412千株　

 

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式　  3,554千株　

 

３．配当に関する事項

配当金支払額　

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月25日

定時株主総会
普通株式 2,614 5.00平成22年３月31日平成22年６月28日利益剰余金

（注）連結子会社が所有する自己株式（当社株式）に係る配当金を控除しております。

なお、控除前の金額は2,614百万円であります。

　　

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

 
運輸業
(百万円)

不動産業
(百万円)

流通業
(百万円)

レジャー・
サービス業
(百万円)

建設業　
(百万円)　

その他の
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

営業収益                                     

(1）外部顧客に対する

    営業収益
21,775 5,441 5,789 5,886 7,941 343 47,178 － 47,178

(2）セグメント間の

    内部営業収益又は

    振替高

473 287 339 2,183 2,371 664 6,319 (6,319) －

計 22,249 5,729 6,128 8,070 10,312 1,007 53,498(6,319)47,178

営業利益 2,581 2,005 447 36 291 24 5,386 (107) 5,279
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前第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

 
運輸業
(百万円)

不動産業
(百万円)

流通業
(百万円)

レジャー・
サービス業
(百万円)

建設業　
(百万円)　

その他の
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

営業収益                                     

(1）外部顧客に対する

    営業収益
42,68010,74811,60811,06413,654 745 90,502 － 90,502

(2）セグメント間の

    内部営業収益又は

    振替高

874 589 526 3,845 4,531 1,159 11,525(11,525) －

計 43,55511,33712,13414,90918,186 1,904102,027(11,525)90,502

営業利益 5,349 4,228 736 3 423 59 10,800 (149)10,650

（注）１．事業区分の方法

おおむね日本標準産業分類の大分類によっております。

２．各区分の主な内容

運輸業　　　　　　　　・・・鉄道事業、軌道事業、バス事業、海運業、貨物運送業、車両整備業

不動産業　　　　　　　・・・不動産賃貸業、不動産販売業　

流通業　　　　　　　　・・・ショッピングセンターの経営、物品販売業、建築材料卸売業

レジャー・サービス業　・・・遊園事業、旅行業、ホテル・旅館業、競艇施設賃貸業、

ビル管理メンテナンス業

建設業　　　　　　　　・・・建設業　

その他の事業　　　　　・・・印刷業、損害保険代理業、広告代理業

 

【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）及び前第２四半期連結累計期間

（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

本邦以外の国、又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、記載しておりません。

　

【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）及び前第２四半期連結累計期間

（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

海外売上高はないため、記載しておりません。
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【セグメント情報】

（追加情報）

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年

３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成20

年３月21日）を適用しております。

　

１．報告セグメントの概要　

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能なものでありま

す。また、当社では、取締役会が定める経営方針に基づき、当社グループの業務執行が適正かつ効率的に行われるよう、

一定範囲のグループ会社を担当する執行役員を配置しており、当該各執行役員が担当する範囲を対象としているもの

であります。

当社グループは、主として当社の営業本部を基礎としたサービス別のセグメントから構成しており、「運輸業」、

「不動産業」、「流通業」、「レジャー・サービス業」、「建設業」及び「その他の事業」の６つを報告セグメントと

し、その構成は次のとおりであります。

「運輸業」は、鉄道事業、軌道事業、バス事業、海運業、貨物運送業及び車両整備業より構成しております。

「不動産業」は、不動産賃貸業及び不動産販売業より構成しております。

「流通業」は、ショッピングセンターの経営、物品販売業及びその他より構成しております。

「レジャー・サービス業」は、遊園事業、旅行業、ホテル・旅館業、競艇施設賃貸業、飲食業、ビル管理メンテナンス

業、印刷業、広告代理業及びその他より構成しております。

「建設業」は、建設業及び建築材料卸売業より構成しております。

「その他の事業」は、経理・情報処理業務代行業及びその他より構成しております。

　　

２．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報　

当第２四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）

（単位：百万円）

 運輸業 不動産業 流通業
レジャー・

サービス業
建設業

その他の

事業
合計

営業収益                             
(1）外部顧客への
    営業収益

42,16411,49311,507 12,34414,422 124 92,056

(2）セグメント間の
    内部営業収益又は
    振替高

860 563 209 4,193 5,418 650 11,895

計 43,02412,05611,716 16,53719,841 774 103,952

セグメント利益 5,629 3,866 1,017 390 681 79 11,666

　

当第２四半期連結会計期間（自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日）

（単位：百万円）

 運輸業 不動産業 流通業
レジャー・

サービス業
建設業

その他の

事業
合計

営業収益                             
(1）外部顧客への
    営業収益

21,237 5,867 5,827 6,625 7,684 98 47,340

(2）セグメント間の
    内部営業収益又は
    振替高

438 263 97 2,158 2,647 376 5,982

計 21,675 6,130 5,924 8,784 10,331 475 53,322

セグメント利益 2,477 1,844 491 213 205 64 5,297
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３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）

当第２四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）

（単位：百万円）

利益 金額

報告セグメント計 11,666

セグメント間取引消去 10

四半期連結損益計算書の営業利益 11,676

　

当第２四半期連結会計期間（自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日）

（単位：百万円）

利益 金額

報告セグメント計 5,297

セグメント間取引消去 190

四半期連結損益計算書の営業利益 5,487

　

（金融商品関係）

金融商品については、四半期連結貸借対照表計上額その他の金額に、前連結会計年度の末日に比較して著しい変

動がないため、記載しておりません。

　

（有価証券関係）

満期保有目的の債券及びその他有価証券で時価のあるものについては、事業の運営において重要なものではない

ため、記載しておりません。

　 

（デリバティブ取引関係）

デリバティブ取引については、すべてヘッジ会計が適用されているため、記載しておりません。

　  

（資産除去債務関係）

資産除去債務については、四半期連結貸借対照表計上額その他の金額に、前連結会計年度の末日に比較して著し

い変動がないため、記載しておりません。

　

（賃貸等不動産関係）

賃貸等不動産については、四半期連結貸借対照表計上額その他の金額に、前連結会計年度の末日に比較して著し

い変動がないため、記載しておりません。　
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年９月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 234円73銭 １株当たり純資産額 240円97銭

（注）１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第２四半期連結会計期間末
（平成22年９月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 124,944 128,165

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） 2,211 2,182

（うち新株予約権） － －

（うち少数株主持分） (2,211) (2,182)

普通株式に係る四半期連結会計期間末（連結会計年度

末）の純資産額（百万円）
122,732 125,982

１株当たりの純資産額の算定に用いられた四半期連結会

計期間末（連結会計年度末）の普通株式の数（千株）
522,858 522,825

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額等

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 8円70銭

新株予約権付社債等潜在株式がないため、潜在株式調整

後１株当たり四半期純利益金額については記載しておりま

せん。
 　

１株当たり四半期純損失金額 0円24銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額について

は、１株当たり四半期純損失であり、また、新株予約権付社

債等潜在株式がないため記載しておりません。
 　

（注）１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）（百万円） 4,547 △126

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（百万円）
4,547 △126

普通株式の期中平均株式数（千株） 522,899 522,818

　

前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 3円09銭

新株予約権付社債等潜在株式がないため、潜在株式調整

後１株当たり四半期純利益金額については記載しておりま

せん。
 　

１株当たり四半期純利益金額 3円87銭

新株予約権付社債等潜在株式がないため、潜在株式調整

後１株当たり四半期純利益金額については記載しておりま

せん。
 　

（注）１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

四半期純利益（百万円） 1,618 2,021

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 1,618 2,021

普通株式の期中平均株式数（千株） 522,876 522,817
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（重要な後発事象）

該当事項はありません。

　 

（リース取引関係）

前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がないため、記載しておりません。　

　 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年11月13日

南海電気鉄道株式会社

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 山中　俊廣　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 前田　徹　　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 田中　基博　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている南海電気鉄道株式会

社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成

21年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、南海電気鉄道株式会社及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財政状

態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年11月12日

南海電気鉄道株式会社

取締役会  御中

有限責任 あずさ監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 日根野谷  正人    印

 
指定有限責任社員業
務執行社員

 公認会計士 前田  徹          印

 
指定有限責任社員業
務執行社員

 公認会計士 田中  基博        印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている南海電気鉄道株式

会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平

成22年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、南海電気鉄道株式会社及び連結子会社の平成22年９月30日現在の財政状

態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

追記情報

四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は第１四半期連結会計

期間より工事負担金等の会計処理を変更している。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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